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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁樹脂層と、前記絶縁樹脂層上に接する金属箔とを備える積層板であって、
　前記金属箔の２５℃における引張弾性率（Ａ）が３０ＧＰａ以上、６０ＧＰａ以下、
　前記金属箔の熱膨張係数（Ｂ）が１０ｐｐｍ以上、３０ｐｐｍ以下、
　前記絶縁樹脂層の２５℃における曲げ弾性率（Ｃ）が２０ＧＰａ以上、３５ＧＰａ以下
、
　前記絶縁樹脂層の２５℃～ＴｇにおけるＸＹ方向での熱膨張係数（Ｄ）が５ｐｐｍ以上
、１５ｐｐｍ以下としたとき、
　下記式（１）で表される前記絶縁樹脂層と前記金属箔との間の界面応力が、７×１０４

以下であり、
　前記絶縁樹脂層は、基材に樹脂組成物を含浸させてなるプリプレグを加熱加圧成形して
なるものであり、
　前記樹脂組成物は、無機充填材を含み、
　前記無機充填材の含有量は、前記樹脂組成物全体の５５重量％以上、８０重量％以下で
ある、積層板。
界面応力＝｛（Ｂ）－（Ｄ）｝×｛（Ａ）－（Ｃ）｝×｛Ｔｇ－２５［℃］｝　・・・式
（１）
　　Ｔｇ：前記絶縁樹脂層のガラス転移温度を表す。
【請求項２】
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　前記界面応力が、２×１０４以下である、請求項１に記載の積層板。
【請求項３】
　前記金属箔が、銅箔である、請求項１または２に記載の積層板。
【請求項４】
　前記金属箔が、めっき膜を含む、請求項１から３のいずれかに記載の積層板。
【請求項５】
　前記樹脂組成物は、ビスマレイミド樹脂を含む、請求項１から４のいずれかに記載の積
層板。
【請求項６】
　前記樹脂組成物は、エポキシ樹脂を含む、請求項１から５のいずれかに記載の積層板。
【請求項７】
　前記樹脂組成物は、シアネート樹脂を含む、請求項１から６のいずれかに記載の積層板
。
【請求項８】
　前記シアネート樹脂は、下記一般式（Ｉ）で表されるノボラック型シアネート樹脂であ
る請求項７に記載の積層板。
【化１】

【請求項９】
　前記シアネート樹脂の含有量は、前記樹脂組成物全体の５重量％以上、５０重量％以下
である、請求項７または８に記載の積層板。
【請求項１０】
　前記エポキシ樹脂の含有量は、前記樹脂組成物全体の１重量％以上、５５重量％以下で
ある、請求項６に記載の積層板。
【請求項１１】
　前記基材は、ガラス繊維基材である、請求項１から１０のいずれかに記載の積層板。
【請求項１２】
　前記金属箔の厚さは、１μｍ以上、７０μｍ以下である、請求項１から１１のいずれか
に記載の積層板。
【請求項１３】
　前記絶縁樹脂層の厚さは、１０μｍ以上、１０００μｍ以下である、請求項１から１２
のいずれかに記載の積層板。
【請求項１４】
　請求項１から１３のいずれかに記載の積層板を回路加工して得られる、回路板。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の回路板に半導体素子を搭載してなる、半導体装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、積層板、回路板および半導体装置に関するものである。
【技術背景】
【０００２】
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　近年の電子機器の小型化、高機能化に伴い、搭載されるプリント配線板に用いられる材
料には、小型化、薄型化、高集積化、高多層化、高耐熱化に対応できる品質が求められて
いる。これらの要求に伴い、プリント配線板の反りが問題となっている。
【０００３】
　プリント配線板に反りが発生すると、実装工程において、部品の取り付け不良、接続不
良、製造ラインでのひっかかりなど不具合が発生する。また実装後の製品においても、冷
熱サイクル試験で、プリント配線板が反っていると、プリント配線板と実装部品の間にス
トレスが発生しやすく、スルーホールの断線、部品接続部分の断線など起きやすい。
【０００４】
　プリント配線板の反りを引き起こす要因としては、配線パターンの銅残存率、部品位置
、表面レジスト開口率などの偏在性がある。
　また、プリント配線板を構成する積層板の積層成形時応力、積層板を構成する基材に含
浸された樹脂成分の厚さの変位などがあげられる。これらへの対応として、樹脂成分中に
無機充填材を添加する方法などがおこなわれている（例えば特許文献１）。しかしながら
、高剛性の基材になることにより、打抜き加工の低下など新たな問題が発生することが懸
念され、実装前後の反りの少ない積層板が望まれていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－０４８０３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　プリント配線板として、反りが小さく、実装信頼性に優れた積層板および回路板を提供
する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　このような目的は、下記（１）～（１７）に記載の本発明により達成される。
［１］絶縁樹脂層と、前記絶縁樹脂層上に接する金属箔とを備える積層板であって、
　前記金属箔の２５℃における引張弾性率（Ａ）が３０ＧＰａ以上、６０ＧＰａ以下、
　前記金属箔の熱膨張係数（Ｂ）が１０ｐｐｍ以上、３０ｐｐｍ以下、
　前記絶縁樹脂層の２５℃における曲げ弾性率（Ｃ）が２０ＧＰａ以上、３５ＧＰａ以下
、
　前記絶縁樹脂層の２５℃～ＴｇにおけるＸＹ方向での熱膨張係数（Ｄ）が５ｐｐｍ以上
、１５ｐｐｍ以下としたとき、
　下記式（１）で表される前記絶縁樹脂層と前記金属箔との間の界面応力が、７ｘ１０４

以下である、積層板。
界面応力＝｛（Ｂ）－（Ｄ）｝ｘ｛（Ａ）－（Ｃ）｝ｘ｛Ｔｇ－２５［℃］｝　・・・式
（１）
　　Ｔｇ：前記絶縁樹脂層のガラス転移温度を表す。
【０００８】
［２］前記界面応力が、２ｘ１０４以下である、［１］に記載の積層板。
［３］前記金属箔が、銅箔である、［１］または［２］に記載の積層板。
［４］前記金属箔が、めっき膜を含む、［１］から［３］のいずれかに記載の積層板。
［５］前記絶縁樹脂層は、基材に樹脂組成物を含浸させてなるプリプレグを含む、［１］
から［４］のいずれかに記載の積層板。
［６］前記樹脂組成物は、エポキシ樹脂を含む、［５］に記載の積層板。
［７］前記樹脂組成物は、シアネート樹脂を含む、［５］または［６］に記載の積層板。
【０００９】
［８］前記シアネート樹脂は、下記一般式（Ｉ）で表されるノボラック型シアネート樹脂
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である［７］に記載の積層板。
【００１０】
【化１】

【００１１】
［９］前記シアネート樹脂の含有量は、前記樹脂組成物全体の５重量％以上、５０重量％
以下である、［７］または［８］に記載の積層板。
［１０］前記エポキシ樹脂の含有量は、前記樹脂組成物全体の１重量％以上、５５重量％
以下である、［６］に記載の積層板。
［１１］前記樹脂組成物は、無機充填材を含む、［５］から［１０］のいずれかに記載の
積層板。
［１２］前記無機充填材の含有量は、前記樹脂組成物全体の２０重量％以上、８０重量％
以下である、［１１］に記載の積層板。
［１３］前記基材は、ガラス繊維基材である［５］から［１２］のいずれかに記載の積層
板。
［１４］前記金属箔の厚さは、１μｍ以上、７０μｍ以下である、［１］から［１３］の
いずれかに記載の積層板。
［１５］前記絶縁樹脂層の厚さは、１０μｍ以上、１０００μｍ以下である、［１］から
［１４］のいずれかに記載の積層板。
［１６］［１］から［１５］のいずれかに記載の積層板を回路加工して得られ、回路板。
［１７］［１６］に記載の回路板に半導体素子を搭載してなる、半導体装置。
　なお、以上の構成要素の任意の組合せ、本発明の表現を方法、装置などの間で変換した
ものもまた、本発明の態様として有効である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、プリント配線板として、反りが小さく、実装信頼性に優れた積層板お
よび回路板を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の積層板、回路板について説明する。
【００１４】
　本発明の積層板は、金属箔と、絶縁樹脂層とで構成される積層板である。金属箔は、絶
縁樹脂層上に接するように設けられている。また、この金属箔は、絶縁樹脂層の全面を覆
うように設けられていてもよいし、一部に設けられていてもよい。また、金属箔は、絶縁
樹脂層の片面に設けられていてもよいし、両面に設けられていてもよい。たとえば、積層
板は、両面銅張積層板でもよいし、回路板でもよい。
【００１５】
　金属箔の２５℃における引張弾性率（Ａ）が３０ＧＰａ以上、６０ＧＰａ以下、さらに
好ましくは３５ＧＰａ以上、５０ＧＰａ以下である。引張弾性率がこの範囲内にあれば回
路加工後の反りが小さい積層板とすることができる。
　たとえば、金属箔中の金属（銅）の結晶サイズを変更することにより、金属箔の引張弾
性率（Ａ）を調節することができる。たとえば、金属（銅）の結晶サイズを大きくすると
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、弾性率が下がり、結晶サイズを小さくすれば、弾性率が高くなる。
　ここで、たとえば電解めっきの条件を調節することにより、金属（銅）の結晶サイズを
制御できる。
　このように、本発明に係る金属箔は、金属箔の構成材料（金属）を電解めっきすること
により得られる、めっき膜とすることができる。
　金属箔の引張弾性率（Ａ）を測定するには、たとえば、オートグラフを用いることがで
きる。具体的には、まず、ＪＩＳ　Ｚ　２２０１に準拠し、サンプルを作製する。そして
、サンプル形状は、１３号試験片として、オートグラフ（島津製作所製）を用いて、ＪＩ
Ｓ　Ｚ　２２０１に準拠し測定することができる。
【００１６】
　また、金属箔の熱膨張係数（Ｂ）が、１０ｐｐｍ以上、３０ｐｐｍ以下が好ましく、さ
らに好ましくは１０ｐｐｍ以上、２０ｐｐｍ以下である。熱膨張係数がこの範囲内にあれ
ば、絶縁樹脂層との熱膨張率の差が小さくチップ実装時の反りの少ない積層板とすること
ができる。
　金属箔を構成する金属としては、特に限定はされないが、例えば、鉄、ニッケル、銅、
アルミなどを用いることができる。これらの中でも、金属箔として銅箔を用いることが好
ましい。銅箔としては、その製造過程に含まれる不純物を許容する。
　たとえば金属箔の種類を変えることにより、金属箔の熱膨張係数（Ｂ）を調節すること
ができる。たとえば、アルミの熱膨張係数（Ｂ）の値は、２４ｐｐｍで、銅の熱膨張係数
（Ｂ）の値は、１７ｐｐｍ程度である。
　熱膨張係数（Ｂ）を測定するには、たとえば、ＴＭＡ（熱機械的分析）装置を用いるこ
とができる。具体的には、電解金属箔（銅箔）から４ｍｍ×２０ｍｍの試験片を作製し、
ＴＭＡ（熱機械的分析）装置（ＴＡインスツルメント社製）を用いて、１０℃／分で昇温
して測定することができる。
【００１７】
　絶縁樹脂層の２５℃における曲げ弾性率（Ｃ）が２０ＧＰａ以上、３５ＧＰａ以下、さ
らに好ましくは２５ＧＰａ以上、３５ＧＰａ以下である。曲げ弾性率がこの範囲内にあれ
ば、金属箔の影響を受けにくく回路作製後の反りの小さい積層板とすることができる。
　また、絶縁樹脂層の２５℃～ＴｇにおけるＸＹ方向での熱膨張係数（Ｄ）が５ｐｐｍ以
上、１５ｐｐｍ以下である。さらに好ましくは５ｐｐｍ以上、１０ｐｐｍ以下である。熱
膨張係数がこの範囲内にあればチップとの熱膨張率の差が小さくチップ実装時に反りの小
さい積層板とすることができる。
【００１８】
　たとえば、絶縁樹脂層を構成する、フィラー含有量、プリプレグ中のガラスクロスの比
率、ガラスの組成、樹脂の種類等を変更することにより、絶縁樹脂層の曲げ弾性率（Ｃ）
または絶縁樹脂層の熱膨張係数（Ｄ）を調節することができる。
　たとえばフィラー含有量を大きくすると、絶縁樹脂層の曲げ弾性率（Ｃ）を大きくする
ことができる。樹脂として、シアネート樹脂を用いると絶縁樹脂層の曲げ弾性率（Ｃ）を
大きくすることができる。
【００１９】
　絶縁樹脂層の曲げ弾性率（Ｃ）の測定には、（ＤＭＡ）動的粘弾性測定装置（ＴＡイン
スツルメント社製　動的粘弾性測定装置ＤＭＡ９８３）を用いることができる。具体的に
は、銅張積層板を全面エッチングして、幅１５ｍｍ、厚み０．１ｍｍ、長さ２５ｍｍのサ
ンプルを作製し、ＪＩＳ　Ｋ　６９１１に準拠し、ＤＭＡ装置を用いて、測定することが
できる。
　一方、絶縁樹脂層の熱膨張係数（Ｄ）の測定には、ＴＭＡ（熱機械的分析）装置を用い
ることができる。具体的には、銅張積層板を全面エッチングして、銅箔を除去した基板か
ら４ｍｍ×２０ｍｍの試験片を作製し、ＴＭＡ（熱機械的分析）装置（ＴＡインスツルメ
ント社製）を用いて、１０℃／分で昇温して測定することができる。
【００２０】
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　このように、上記金属箔の２５℃における引張弾性率を（Ａ）、
上記金属箔の熱膨張係数を（Ｂ）、
上記絶縁樹脂層の２５℃における曲げ弾性率を（Ｃ）、
上記絶縁樹脂層の２５℃～ＴｇにおけるＸＹ方向での熱膨張係数を（Ｄ）としたとき、
下記式（１）で表され、金属箔と絶縁樹脂層との間の界面における応力の差を示す、界面
応力（界面応力パラメータ）が７ｘ１０４以下、さらに好ましくは２ｘ１０４以下とする
ことができる。
　界面応力＝｛（Ｂ）－（Ｄ）｝ｘ｛（Ａ）－（Ｃ）｝ｘ｛Ｔｇ－２５［℃］｝　・・・
式（１）
　　Ｔｇ：絶縁樹脂層のガラス転移温度を表す。
　ここで、界面応力の値は、絶対値を示す。
【００２１】
　界面応力が７ｘ１０４以下となっていることにより、金属箔と絶縁樹脂層、または、金
属箔と実装部品間での界面応力による、回路板としての反りや実装後の反りを小さくする
ことができ、部品実装基板の信頼性を向上することができる。
　また、界面応力が２ｘ１０４以下の場合には、金属箔と絶縁樹脂層とのピール強度を一
層向上させることができる。このため、金属箔の形成等を変更したとしても積層板の貼付
性が高いため、信頼性に優れた積層板となる。このように、設計通りの積層板が得られる
ので、本発明の積層板の製造マージンを向上させることができる。
【００２２】
　絶縁樹脂層のガラス転移温度Ｔｇを測定するには、ＤＭＡ装置を用いることができる。
【００２３】
　従来の金属箔張積層板の製造工程の一例においては、特許文献１に示すように、高剛性
の基材の片面または両面に金属箔を重ねたものを加熱加圧して、金属箔張積層板を得てい
る。従来、このような高剛性の基材を用いる技術分野においては、金属箔にしわが入らな
いようにする、またはハンドリング性をよくする等の生産性の観点から、金属箔の代表例
として、８０ＧＰａから１１０ＧＰａ程度の高弾性の金属箔が一般的に用いられていた。
したがって、特許文献１には具体的な金属箔の弾性率に関しては、記載されていないもの
の、上述の生産性の観点から、８０ＧＰａから１１０ＧＰａ程度の金属箔が特許文献１に
おいても使用されている。
　しかしながら、本発明者らが検討したところ、高スペックが要求される現在においては
、高弾性の金属箔を高剛性の基材に用いると実装前後に発生するわずかな反りでも、問題
になることがあることを新たに見出した。
　そこで、本発明においては、高弾性ではなく、上述のような低弾性の金属箔を高剛性の
絶縁樹脂層に用いている。そのため、（ｉ）金属箔と絶縁樹脂層、または（ｉｉ）金属箔
と実装部品間での界面応力差を小さくすることができる。このため、実装前後の反りを抑
制することができる。このようにして、本発明においては、信頼性に優れた積層板を得る
ことができる。ここで、高剛性の絶縁樹脂層に用いるので、（ｉｉｉ）絶縁樹脂層と実装
部品間での界面応力差を小さくすることができ、信頼性の信頼性に優れた積層板を得るこ
とができる。
【００２４】
　本発明に係る絶縁樹脂層は、基材（繊維基材）に樹脂成分（樹脂組成物）を含浸させて
なるプリプレグを含むものである。
　以下、本発明に係る樹脂組成物、プリプレグおよび積層板について詳細に説明する。
　本発明に係る樹脂組成物は、基材に含浸させてシート状のプリプレグを形成するために
用いる樹脂組成物であって、樹脂および／またはそのプレポリマーを含むことを特徴とす
るものである。また、本発明に係るプリプレグは、上述の樹脂組成物を繊維基材に含浸さ
せてなることを特徴とするものである。また、本発明の積層板に用いる絶縁樹脂層は、上
述のプリプレグを１枚以上成形してなることを特徴とするものである。
【００２５】
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　以下、本発明に係る樹脂組成物について説明する。
【００２６】
　樹脂組成物は、特に限定されないが、熱硬化性樹脂を含む樹脂組成物で構成されている
ことが好ましい。これにより、プリプレグの耐熱性を向上することができる。
　前記熱硬化性樹脂としては、例えばフェノールノボラック樹脂、クレゾールノボラック
樹脂、ビスフェノールＡノボラック樹脂等のノボラック型フェノール樹脂、未変性のレゾ
ールフェノール樹脂、桐油、アマニ油、クルミ油等で変性した油変性レゾールフェノール
樹脂等のレゾール型フェノール樹脂等のフェノール樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ビスフェノー
ルＥ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＭ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＰ型エポキシ樹
脂、ビスフェノールＺ型エポキシ樹脂等のビスフェノール型エポキシ樹脂、フェノールノ
ボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラックエポキシ樹脂等のノボラック型エポキシ
樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、ビフェニルアラルキル型エポキシ樹脂、アリールアル
キレン型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂、アントラセン型エポキシ樹脂、フェ
ノキシ型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、ノルボルネン型エポキシ
樹脂、アダマンタン型エポキシ樹脂、フルオレン型エポキシ樹脂等のエポキシ樹脂、ユリ
ア（尿素）樹脂、メラミン樹脂等のトリアジン環を有する樹脂、不飽和ポリエステル樹脂
、ビスマレイミド樹脂、ポリウレタン樹脂、ジアリルフタレート樹脂、シリコーン樹脂、
ベンゾオキサジン環を有する樹脂、シアネート樹脂等が挙げられる。
　これらの中の１種類を単独で用いることもできるし、異なる重量平均分子量を有する２
種類以上を併用したり、１種類または２種類以上と、それらのプレポリマーを併用したり
することもできる。
　またこれらの中でも、特にシアネート樹脂（シアネート樹脂のプレポリマーを含む）が
好ましい。これにより、プリプレグの熱膨張係数を小さくすることができる。さらに、プ
リプレグの電気特性（低誘電率、低誘電正接）、機機械強度等にも優れる。
【００２７】
　前記シアネート樹脂としては、特に限定されないが、例えばハロゲン化シアン化合物と
フェノール類とを反応させ、必要に応じて加熱等の方法でプレポリマー化することにより
得ることができる。具体的には、ノボラック型シアネート樹脂やビスフェノールＡ型シア
ネート樹脂、ビスフェノールＥ型シアネート樹脂、テトラメチルビスフェノールＦ型シア
ネート樹脂等のビスフェノール型シアネート樹脂等を挙げることができ、これらを単独又
は複数種併用してもよい。
　これらの中でもノボラック型シアネート樹脂が好ましい。これにより、架橋密度増加に
よる耐熱性向上と、樹脂組成物等の難燃性を向上することができる。ノボラック型シアネ
ート樹脂は、硬化反応後にトリアジン環を形成するからである。さらに、ノボラック型シ
アネート樹脂は、その構造上ベンゼン環の割合が高く、炭化しやすいためと考えられる。
さらに、プリプレグを厚さ０．５ｍｍ以下にした場合であっても、プリプレグを硬化させ
て作製した積層板に優れた剛性を付与することができる。特に加熱時における剛性に優れ
るので、半導体素子実装時の信頼性にも特に優れる。
【００２８】
　前記ノボラック型シアネート樹脂としては、例えば式（Ｉ）で示されるものを使用する
ことができる。
【００２９】
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【化２】

【００３０】
　前記式（Ｉ）で示されるノボラック型シアネート樹脂の平均繰り返し単位ｎは、特に限
定されないが、１～１０が好ましく、特に２～７が好ましい（以下、「～」は、特に明示
しない限り、上限値と下限値を含むことを表す）。平均繰り返し単位ｎが前記下限値未満
であるとノボラック型シアネート樹脂は耐熱性が低下し、加熱時に低量体が脱離、揮発す
る場合がある。また、平均繰り返し単位ｎが前記上限値を超えると溶融粘度が高くなりす
ぎ、プリプレグの成形性が低下する場合がある。
【００３１】
　前記シアネート樹脂の重量平均分子量は、特に限定されないが、重量平均分子量５００
～４，５００が好ましく、特に６００～３，０００が好ましい。重量平均分子量が前記下
限値未満であるとプリプレグを作製した場合にタック性が生じ、プリプレグ同士が接触し
たとき互いに付着したり、樹脂の転写が生じたりする場合がある。また、重量平均分子量
が前記上現値を超えると反応が速くなりすぎ、基板（特に回路基板）とした場合に、成形
不良が生じたり、層間ピール強度が低下したりする場合がある。
　前記シアネート樹脂等の重量平均分子量は、例えばＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロ
マトグラフィー、標準物質：ポリスチレン換算）で測定することができる。
【００３２】
　また、特に限定されないが、前記シアネート樹脂は、１種類を単独で用いることもでき
るし、異なる重量平均分子量を有する２種類以上を併用したり、１種類または２種類以上
と、それらのプレポリマーを併用したりすることもできる。
【００３３】
　前記熱硬化性樹脂（たとえばシアネート樹脂）の含有量は、特に限定されないが、前記
樹脂組成物全体の５～５０重量％が好ましく、特に２０～４０重量％が好ましい。含有量
が前記下限値未満であるとプリプレグを形成するのが困難となる場合があり、前記上限値
を超えるとプリプレグの強度が低下する場合がある。
【００３４】
　また、前記樹脂組成物は、無機充填材を含むことが好ましい。これにより、積層板を薄
膜化（厚さ０．５ｍｍ以下）にしても強度に優れることができる。さらに、積層板の低熱
膨張化を向上することもできる。
　前記無機充填材としては、例えばタルク、焼成クレー、未焼成クレー、マイカ、ガラス
等のケイ酸塩、酸化チタン、アルミナ、シリカ、溶融シリカ等の酸化物、炭酸カルシウム
、炭酸マグネシウム、ハイドロタルサイト等の炭酸塩、水酸化アルミニウム、水酸化マグ
ネシウム、水酸化カルシウム等の水酸化物、硫酸バリウム、硫酸カルシウム、亜硫酸カル
シウム等の硫酸塩または亜硫酸塩、ホウ酸亜鉛、メタホウ酸バリウム、ホウ酸アルミニウ
ム、ホウ酸カルシウム、ホウ酸ナトリウム等のホウ酸塩、窒化アルミニウム、窒化ホウ素
、窒化ケイ素、窒化炭素等の窒化物、チタン酸ストロンチウム、チタン酸バリウム等のチ
タン酸塩等を挙げることができる。無機充填材として、これらの中の１種類を単独で用い
ることもできるし、２種類以上を併用したりすることもできる。これらの中でも特に、シ
リカが好ましく、溶融シリカ（特に球状溶融シリカ）が低熱膨張性に優れる点で好ましい
。その形状は破砕状、球状があるが、繊維基材への含浸性を確保するために樹脂組成物の
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溶融粘度を下げるには球状シリカを使う等、その目的にあわせた使用方法が採用される。
【００３５】
　前記無機充填材の平均粒子径は、特に限定されないが、０．０１～５．０μｍが好まし
く、特に０．１～２．０μｍが好ましい。無機充填材の粒径が前記下限値未満であるとワ
ニスの粘度が高くなるため、プリプレグ作製時の作業性に影響を与える場合がある。また
、前記上限値を超えると、ワニス中で無機充填剤の沈降等の現象が起こる場合がある。
　この平均粒子径は、例えば粒度分布計（ＨＯＲＩＢＡ製、ＬＡ－５００）により測定す
ることができる。
【００３６】
　また前記無機充填材は、特に限定されないが、平均粒子径が単分散の無機充填材を用い
ることもできるし、平均粒子径が多分散の無機充填材を用いることができる。さらに平均
粒子径が単分散及び／または、多分散の無機充填材を１種類または２種類以上併用したり
することもできる。
【００３７】
　更に平均粒子径５．０μｍ以下の球状シリカ（特に球状溶融シリカ）が好ましく、特に
平均粒子径０．０１～２．０μｍの球状溶融シリカが好ましい。これにより、無機充填剤
の充填性を向上させることができる。
【００３８】
　前記無機充填材の含有量は、特に限定されないが、樹脂組成物全体の２０～８０重量％
が好ましく、特に３０～７０重量％が好ましい。含有量が前記範囲内であると、特に低熱
膨張、低吸水とすることができる。
【００３９】
　前記熱硬化性樹脂としてシアネート樹脂（特にノボラック型シアネート樹脂）を用いる
場合は、エポキシ樹脂（実質的にハロゲン原子を含まない）を用いることが好ましい。前
記エポキシ樹脂としては、特に限定されないが、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、フェノールノ
ボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ
樹脂、アリールアルキレン型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂、トリフェノール
メタン型エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂及びこれらの共重合体等が挙げられ、これら
を単独又は複数種併用してもよい。
　また、エポキシ樹脂として、これらの中の異なる重量平均分子量を有する２種類以上を
併用したり、１種類または２種類以上と、それらのプレポリマーを併用したりすることも
できる。
【００４０】
　前記エポキシ樹脂の含有量は、特に限定されないが、樹脂組成物全体の１～５５重量％
が好ましく、特に２～４０重量％が好ましい。含有量が前記下限値未満であるとシアネー
ト樹脂の反応性が低下したり、得られる製品の耐湿性が低下したりする場合があり、前記
上限値を超えると耐熱性が低下する場合がある。
【００４１】
　前記エポキシ樹脂の重量平均分子量は、特に限定されないが、重量平均分子量５００～
２０，０００が好ましく、特に８００～１５，０００が好ましい。重量平均分子量が前記
下限値未満であるとプリプレグにタック性が生じる場合が有り、前記上限値を超えるとプ
リプレグ作製時、繊維基材への含浸性が低下し、均一な製品が得られない場合がある。
　前記エポキシ樹脂の重量平均分子量は、例えばＧＰＣで測定することができる。
【００４２】
　前記熱硬化性樹脂としてシアネート樹脂（特にノボラック型シアネート樹脂）を用いる
場合は、フェノール樹脂を用いることが好ましい。前記フェノール樹脂としては、例えば
ノボラック型フェノール樹脂、レゾール型フェノール樹脂、アリールアルキレン型フェノ
ール樹脂等が挙げられる。フェノール樹脂として、これらの中の１種類を単独で用いるこ
ともできるし、異なる重量平均分子量を有する２種類以上を併用したり、１種類または２
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種類以上と、それらのプレポリマーを併用したりすることもできる。これらの中でも特に
、アリールアルキレン型フェノール樹脂が好ましい。これにより、さらに吸湿半田耐熱性
を向上させることができる。
【００４３】
　前記フェノール樹脂の含有量は、特に限定されないが、樹脂組成物全体の１～５５重量
％が好ましく、特に５～４０重量％が好ましい。含有量が前記下限値未満であると耐熱性
が低下する場合があり、前記上限値を超えると低熱膨張の特性が損なわれる場合がある。
【００４４】
　前記フェノール樹脂の重量平均分子量は、特に限定されないが、重量平均分子量４００
～１８，０００が好ましく、特に５００～１５，０００が好ましい。重量平均分子量が前
記下限値未満であるとプリプレグにタック性が生じる場合が有り、前記上限値を超えると
プリプレグ作製時、繊維基材への含浸性が低下し、均一な製品が得られない場合がある。
　前記フェノール樹脂の重量平均分子量は、例えばＧＰＣで測定することができる。
【００４５】
　前記樹脂組成物は、特に限定されないが、カップリング剤を用いることが好ましい。前
記カップリング剤は、前記熱硬化性樹脂と、前記無機充填材との界面の濡れ性を向上させ
ることにより、繊維基材に対して熱硬化性樹脂等および無機充填材を均一に定着させ、耐
熱性、特に吸湿後の半田耐熱性を改良することができる。
　前記カップリング剤としては、通常用いられるものなら何でも使用できるが、具体的に
はエポキシシランカップリング剤、カチオニックシランカップリング剤、アミノシランカ
ップリング剤、チタネート系カップリング剤およびシリコーンオイル型カップリング剤の
中から選ばれる１種以上のカップリング剤を使用することが好ましい。これにより、無機
充填材の界面との濡れ性を高くすることができ、それによって耐熱性をより向上させるこ
とできる。
【００４６】
　前記カップリング剤の添加量は、前記無機充填材の比表面積に依存するので特に限定さ
れないが、無機充填材１００重量部に対して０．０５～３重量部が好ましく、特に０．１
～２重量部が好ましい。含有量が前記下限値未満であると無機充填材を十分に被覆できな
いため耐熱性を向上する効果が低下する場合があり、前記上限値を超えると反応に影響を
与え、曲げ強度等が低下する場合がある。
【００４７】
　前記樹脂組成物には、必要に応じて硬化促進剤を用いても良い。前記硬化促進剤として
は公知の物を用いることが出来る。例えばナフテン酸亜鉛、ナフテン酸コバルト、オクチ
ル酸スズ、オクチル酸コバルト、ビスアセチルアセトナートコバルト（ＩＩ）、トリスア
セチルアセトナートコバルト（ＩＩＩ）等の有機金属塩、トリエチルアミン、トリブチル
アミン、ジアザビシクロ［２，２，２］オクタン等の３級アミン類、２－フェニル－４－
メチルイミダゾール、２－エチル－４－エチルイミダゾール、２－フェニル－４－メチル
イミダゾール、２－フェニル－４－メチル－５－ヒドロキシイミダゾール、２－フェニル
－４，５－ジヒドロキシイミダゾール等のイミダゾール類、フェノール、ビスフェノール
Ａ、ノニルフェノール等のフェノール化合物、酢酸、安息香酸、サリチル酸、パラトルエ
ンスルホン酸等の有機酸等、またはこの混合物が挙げられる。硬化促進剤として、これら
の中の誘導体も含めて１種類を単独で用いることもできるし、これらの誘導体も含めて２
種類以上を併用したりすることもできる。
【００４８】
　前記硬化促進剤の含有量は、特に限定されないが、前記樹脂組成物全体の０．０５～５
重量％が好ましく、特に０．２～２重量％が好ましい。含有量が前記下限値未満であると
硬化を促進する効果が現れない場合があり、前記上限値を超えるとプリプレグの保存性が
低下する場合がある。
【００４９】
　前記樹脂組成物では、フェノキシ樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリ
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フェニレンオキサイド樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエチレ
ン樹脂、ポリスチレン樹脂等の熱可塑性樹脂、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン
－イソプレン共重合体等のポリスチレン系熱可塑性エラストマー、ポリオレフィン系熱可
塑性エラストマー、ポリアミド系エラストマー、ポリエステル系エラストマー等の熱可塑
性エラストマ－、ポリブタジエン、エポキシ変性ポリブタジエン、アクリル変性ポリブタ
ジエン、メタクリル変性ポリブタジエン等のジエン系エラストマーを併用しても良い。
　また、前記樹脂組成物には、必要に応じて、顔料、染料、消泡剤、レベリング剤、紫外
線吸収剤、発泡剤、酸化防止剤、難燃剤、イオン捕捉剤等の上記成分以外の添加物を添加
しても良い。
【００５０】
　次に、プリプレグについて説明する。
　本発明に係るプリプレグは、上述の樹脂組成物を基材に含浸させてなるものである。こ
れにより、誘電特性、高温多湿下での機械的、電気的接続信頼性等の各種特性に優れたプ
リント配線板を製造するのに好適なプリプレグを得ることができる。
【００５１】
　本発明で用いる繊維基材としては、例えば、ガラス織布、ガラス不織布等のガラス繊維
基材、ポリアミド樹脂繊維、芳香族ポリアミド樹脂繊維、全芳香族ポリアミド樹脂繊維等
のポリアミド系樹脂繊維、ポリエステル樹脂繊維、芳香族ポリエステル樹脂繊維、全芳香
族ポリエステル樹脂繊維等のポリエステル系樹脂繊維、ポリイミド樹脂繊維、フッ素樹脂
繊維等を主成分とする織布または不織布で構成される合成繊維基材、クラフト紙、コット
ンリンター紙、リンターとクラフトパルプの混抄紙等を主成分とする紙基材等の有機繊維
基材などがあり、これらのなかでもガラス繊維基材を用いることが好ましい。これにより
、プリプレグの強度、吸水率を向上することができる。また、プリプレグの熱膨張係数を
小さくすることができる。
【００５２】
　本発明で得られる樹脂組成物を繊維基材に含浸させる方法には、例えば、本発明に係る
樹脂組成物を用いて樹脂ワニスを調製し、繊維基材を樹脂ワニスに浸漬する方法、各種コ
ーターによる塗布する方法、スプレーによる吹き付ける方法等が挙げられる。これらの中
でも、繊維基材を樹脂ワニスに浸漬する方法が好ましい。これにより、繊維基材に対する
樹脂組成物の含浸性を向上することができる。なお、繊維基材を樹脂ワニスに浸漬する場
合、通常の含浸塗布設備を使用することができる。
【００５３】
　前記樹脂ワニスに用いられる溶媒は、前記樹脂組成物中の樹脂成分に対して良好な溶解
性を示すことが望ましいが、悪影響を及ぼさない範囲で貧溶媒を使用しても構わない。良
好な溶解性を示す溶媒としては、例えばアセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチ
ルケトン、シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、ジメチルホルムアミド、ジメチルア
セトアミド、ジメチルスルホキシド、エチレングリコール、セルソルブ系、カルビトール
系等が挙げられる。
　前記樹脂ワニスの固形分は、特に限定されないが、前記樹脂組成物の固形分４０～８０
重量％が好ましく、特に５０～６５重量％が好ましい。これにより、樹脂ワニスの繊維基
材への含浸性を更に向上できる。前記繊維基材に前記樹脂組成物を含浸させ、所定温度、
例えば８０～２００℃等で乾燥させることによりプリプレグを得ることが出来る。
【００５４】
　次に、本発明の積層板について説明する。
【００５５】
　本発明の積層板を構成する絶縁樹脂層は、プリプレグを少なくとも１枚成形してなるも
のである。プリプレグ１枚のときは、その上下両面もしくは片面に金属箔を重ねる。また
プリプレグ１枚のときは、その片面にフィルムを重ねてもよい。
　また、プリプレグを２枚以上積層することもできる。プリプレグを２枚以上積層すると
きは、積層したプリプレグの最も外側の上下両面もしくは片面に金属箔あるいはフィルム
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を重ねる。
　次に、プリプレグ（絶縁樹脂層）と金属箔等とを重ねたものを加熱、加圧して成形する
ことで積層板を得ることができる。
　前記加熱する温度は、特に限定されないが、１５０～２４０℃が好ましく、特に１８０
～２２０℃が好ましい。
　また、前記加圧する圧力は、特に限定されないが、２～５ＭＰａが好ましく、特に２．
５～４ＭＰａが好ましい。
【００５６】
　本発明の積層板に用いる金属箔としては、鉄、アルミ、ステンレス、銅、これらを１種
類または２種類以上含む合金などが挙げられる。これらの中でも銅を金属箔として用いる
ことが、電気特性の面からも好ましい。金属箔の厚さは、特に限定はされないが、１μｍ
以上、７０μｍ以下が好ましく、特に５μｍ以上、１８μｍ以下が好ましい。
【００５７】
　本発明の積層板に用いる絶縁樹脂層の厚さは、１０μｍ以上、１０００μｍ以下が好ま
しく、より好ましくは、２０μｍ以上、５００μｍ以下である。
【００５８】
　また、フィルムとしては、例えばポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフ
タレート、ポリイミド、フッ素系樹脂等を挙げることができる。
【００５９】
　次に、本発明の回路板について説明する。
【００６０】
　本発明の回路板は、積層板の金属箔をエッチングすることにより導体回路を形成する。
導体回路上には、導体回路を覆うように絶縁被覆層が形成されている。
【００６１】
　次に、本発明の半導体装置について説明する。
【００６２】
　回路板を用いてなる半導体装置は、特に限定されるものではないが、例えば、回路板と
半導体素子がボンディングワイヤーにより接続された半導体装置や、回路板と半導体素子
が半田バンプを介して接続されたフリップチップタイプの半導体装置等が挙げられる。以
下、フリップチップタイプの半導体装置について一例を示す。
【００６３】
　フリップチップタイプの半導体装置は、回路板に半田バンプを有する半導体素子を実装
し、半田バンプを介して、回路板と半導体素子とを接続する。そして、回路板と半導体素
子との間には液状封止樹脂を充填し、半導体装置を形成する。半田バンプは、錫、鉛、銀
、銅、ビスマスなどからなる合金で構成されることが好ましい。半導体素子と回路板との
接続方法は、フリップチップボンダーなどを用いて回路板上の接続用電極部と半導体素子
の半田バンプとの位置合わせを行ったあと、ＩＲリフロー装置、熱板、その他加熱装置を
用いて半田バンプを融点以上に加熱し、回路板と半田バンプとを溶融接合することにより
接続する。尚、接続信頼性を良くするため、予め回路板上の接続用電極部に半田ペースト
等、比較的融点の低い金属の層を形成しておいても良い。この接合工程に先んじて、半田
バンプおよび、または回路板上の接続用電極部の表層にフラックスを塗布することで接続
信頼性を向上させることもできる。
【実施例】
【００６４】
　以下、本発明を実施例及び比較例により説明するが、本発明はこれに限定されるもので
はない。
【００６５】
（実施例１）
（１）樹脂ワニスの調製
　ノボラック型シアネート樹脂（ロンザジャパン株式会社製、プリマセットＰＴ－３０、
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重量平均分子量約７００）１４．７重量部、ビフェニルジメチレン型エポキシ樹脂（日本
化薬株式会社製、ＮＣ－３０００Ｈ、エポキシ当量２７５）８重量部、ビフェニルジメチ
レン型フェノール樹脂（明和化成株式会社製、ＭＥＨ－７８５１－３Ｈ、水酸基当量２３
０）７重量部、およびエポキシシラン型カップリング剤（ＧＥ東芝シリコーン株式会社製
、Ａ－１８７）０．３重量部をメチルエチルケトンに常温で溶解し、球状溶融シリカ（株
式会社アドマテックス社製、ＳＯ－２５Ｒ、平均粒径０．５μｍ）７０重量部を添加し、
高速攪拌機を用いて１０分攪拌して、樹脂ワニスを得た。
【００６６】
（２）プリプレグの製造
　上述の樹脂ワニスを用いて、ガラス繊布（厚さ９４μｍ、日東紡績社製、ＷＥＡ－２１
１６）に含浸し、１５０℃の乾燥炉で２分間乾燥させ、プリプレグ中のワニス固形分が約
５０％重量部のプリプレグを得た。得られたプリプレグの厚さは０．１ｍｍであった。
【００６７】
（３）積層板の製造
　上記プリプレグを上下に厚さ１２μｍ、２５℃における引張弾性率３０ＧＰａの電解銅
箔（日本電解製　ＨＬＢ）を重ねて、圧力４ＭＰａ、温度２００℃で２時間加熱加圧成形
し、厚さ０．１２４ｍｍの両面銅張積層板を得た。
（４）回路板の製造
　上記積層板を通常の回路作成工程（穴あけ、メッキ、ＤＦＲラミネート、露光・現像、
エッチング、ＤＦＲ剥離）にて所定の回路作成を行った。
【００６８】
（５）パッケージ基板の製造
　上記回路板の絶縁層に炭酸レーザー装置を用いて開口部を設け、電解銅めっきにより絶
縁層表面に外層回路形成を行い、外層回路と内層回路との導通を図った。なお、外層回路
は、半導体素子を実装するための接続用電極部を設けた。
　その後、最外層にソルダーレジスト（太陽インキ製造社製ＰＳＲ４０００／ＡＵＳ３０
８）を形成し、露光・現像により半導体素子が実装できるよう接続用電極部を露出させ、
ニッケル金メッキ処理を施し、５０ｍｍ×５０ｍｍの大きさに切断し、パッケージ基板を
得た。
【００６９】
（６）半導体装置の製造
　半導体素子（ＴＥＧチップ、サイズ１５ｍｍ×１５ｍｍ、厚み０．８ｍｍ、熱膨張係数
（ＣＴＥ）３ｐｐｍ）は、半田バンプをＳｎ／Ｐｂ組成の共晶で形成し、回路保護膜をポ
ジ型感光性樹脂（住友ベークライト社製ＣＲＣ－８３００）で形成したものを使用した。
半導体装置の組み立ては、まず、半田バンプにフラックス材を転写法により均一に塗布し
、次にフリップチップボンダー装置を用い、上記パッケージ基板上に加熱圧着により搭載
した。次に、ＩＲリフロー炉で半田バンプを溶融接合した後、液状封止樹脂（住友ベーク
ライト社製、ＣＲＰ－４１５２Ｓ）を充填し、液状封止樹脂を硬化させることで半導体装
置を得た。尚、液状封止樹脂は、温度１５０℃、１２０分の条件で硬化させた。
【００７０】
（実施例２）
　ノボラック型シアネート樹脂（ロンザジャパン株式会社製、プリマセットＰＴ－３０、
重量平均分子量約７００）１９．７重量部、ビフェニルジメチレン型エポキシ樹脂（日本
化薬株式会社製、ＮＣ－３０００Ｈ、エポキシ当量２７５）１１重量部、ビフェニルジメ
チレン型フェノール樹脂（明和化成株式会社製、ＭＥＨ－７８５１－３Ｈ、水酸基当量２
３０）９重量部、およびエポキシシラン型カップリング剤（ＧＥ東芝シリコーン株式会社
製、Ａ－１８７）０．３重量部をメチルエチルケトンに常温で溶解し、球状溶融シリカ（
株式会社アドマテックス社製、ＳＯ－２５Ｒ、平均粒径０．５μｍ）６０重量部とした以
外は、実施例１と同様にして半導体装置を得た。
【００７１】
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（実施例３）
　２５℃における引張弾性率が６０ＧＰａの電解銅箔（三井金属製　３ＥＣ－Ｍ３－ＶＬ
Ｐ）を用いた以外は、実施例２と同様に半導体装置を得た。
【００７２】
　（実施例４）
　ビフェニルアラルキル変性フェノールノボラック型エポキシ樹脂（日本化薬株式会社製
、ＮＣ－３０００Ｈ、エポキシ当量２７５）１５．４５重量部、α－ナフトールアラルキ
ル樹脂（ＳＮ４８５　新日鐵化学製）から誘導した下記式のｐ－キシレン変性ナフトール
アラルキル型シアネート樹脂２７重量部、ナフタレンジオールグリシジルエーテル（ＤＩ
Ｃ製、ＨＰ４０３２）２．２５重量部、およびエポキシシラン型カップリング剤（ＧＥ東
芝シリコーン株式会社製、Ａ－１８７）０．３重量部をメチルエチルケトンに常温で溶解
し、球状溶融シリカ（株式会社アドマテックス社製、ＳＯ－２５Ｒ、平均粒径０．５μｍ
）５５重量部とした以外は、実施例１と同様にして半導体装置を得た。
【００７３】

【化３】

【００７４】
（実施例５）
ビフェニルアラルキル変性フェノールノボラック型エポキシ樹脂（日本化薬株式会社製、
ＮＣ－３０００Ｈ、エポキシ当量２７５）１７．２重量部、α－ナフトールアラルキル樹
脂（ＳＮ４８５　新日鐵化学製）から誘導した上記式のｐ－キシレン変性ナフトールアラ
ルキル型シアネート樹脂１２．２５重量部、ビス（３－エチル－５－メチル－マレイミド
フェニル）メタン（ケイアイ化成製、ＢＭＩ－７０）５．２５重量部、およびエポキシシ
ラン型カップリング剤（ＧＥ東芝シリコーン株式会社製、Ａ－１８７）０．３重量部をメ
チルエチルケトンに常温で溶解し、球状溶融シリカ（株式会社アドマテックス社製、ＳＯ
－２５Ｒ、平均粒径０．５μｍ）６５重量部とした以外は、実施例１と同様にして半導体
装置を得た。
【００７５】
　（実施例６）
ビフェニルアラルキル変性フェノールノボラック型エポキシ樹脂（日本化薬株式会社製、
ＮＣ－３０００Ｈ、エポキシ当量２７５）１５．９５重量部、α－ナフトールアラルキル
樹脂（ＳＮ４８５　新日鐵化学製）から誘導した上記式のｐ－キシレン変性ナフトールア
ラルキル型シアネート樹脂１３．１３重量部、ナフタレンジオールグリシジルエーテル（
ＤＩＣ製、ＨＰ４０３２）１．８８重量部、ビス（３－エチル－５－メチル－マレイミド
フェニル）メタン（ケイアイ化成製、ＢＭＩ－７０）８．７５重量部、およびエポキシシ
ラン型カップリング剤（ＧＥ東芝シリコーン株式会社製、Ａ－１８７）０．３重量部をメ
チルエチルケトンに常温で溶解し、球状溶融シリカ（株式会社アドマテックス社製、ＳＯ
－２５Ｒ、平均粒径０．５μｍ）６０重量部とした以外は、実施例１と同様にして半導体
装置を得た。
【００７６】
（実施例７）
クレゾールノボラック型エポキシ樹脂（Ｎ６９０、ＤＩＣ製）２２．８重量部、フェノー
ルノボラック樹脂（ＤＩＣ製、フェノライトＬＦ２８８２）１２．２重量部、硬化剤（Ａ
ＤＥＫＡ製、ＥＨ－３６３６ＡＳ）０．３重量部およびエポキシシラン型カップリング剤
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（ＧＥ東芝シリコーン株式会社製、Ａ－１８７）０．３重量部をメチルエチルケトンに常
温で溶解し、球状溶融シリカ（株式会社アドマテックス社製、ＳＯ－２５Ｒ、平均粒径０
．５μｍ）６５重量部とした以外は、実施例１と同様にして半導体装置を得た。
【００７７】
（比較例１）
　２５℃における引張弾性率が８０ＧＰａの電解銅箔（古河電工製　Ｆ２－ＷＳ）を用い
た以外は、実施例２と同様に半導体装置を得た。
【００７８】
（比較例２）
　２５℃における引張弾性率が１１０ＧＰａの電解銅箔（日鉱金属製　ＪＴＣＡＭ）を用
いた以外は、実施例２と同様に半導体装置を得た。
【００７９】
（比較例３）
　ビフェニルジメチレン型エポキシ樹脂（日本化薬株式会社製、ＮＣ－３０００Ｈ、エポ
キシ当量２７５）２１．７重量部、ビフェニルジメチレン型フェノール樹脂（明和化成株
式会社製、ＭＥＨ－７８５１－３Ｈ、水酸基当量２３０）１８重量部、およびエポキシシ
ラン型カップリング剤（ＧＥ東芝シリコーン株式会社製、Ａ－１８７）０．３重量部をメ
チルエチルケトンに常温で溶解し、球状溶融シリカ（株式会社アドマテックス社製、ＳＯ
－２５Ｒ、平均粒径０．５μｍ）６０重量部とし、２５℃における引張弾性率が１１０Ｇ
Ｐａの電解銅箔を用いた以外は、実施例１と同様にして半導体装置を得た。
【００８０】
（比較例４）
ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（ｊＥＲ製、エピコート８２８）３８．４重量部、変性
フェノールノボラック樹脂（ＤＩＣ製、フェノライトＬＦ２８８２）１７重量部、硬化促
進剤２ＰＮ－ＣＺ（四国化成製）０．３重量部およびエポキシシラン型カップリング剤（
ＧＥ東芝シリコーン株式会社製、Ａ－１８７）０．３重量部をメチルエチルケトンに常温
で溶解し、球状溶融シリカ（株式会社アドマテックス社製、ＳＯ－２５Ｒ、平均粒径０．
５μｍ）４０重量部とし、２５℃における引張弾性率が８０ＧＰａの電解銅箔（古河電工
製　Ｆ２－ＷＳ）を用いた以外は、実施例１と同様にして半導体装置を得た。
【００８１】
　実施例および比較例で得られた積層板および半導体装置を用い、以下の評価項目の評価
を行った。結果を表１に示す。
【００８２】
【表１】

【００８３】
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評価方法
（１）積層板の反り
　５３０ｍｍ×５３０ｍｍの積層板を５０ｍｍ×５０ｍｍに切断し、反り評価サンプルと
して得た。
　反り量の測定は、温度可変レーザー３次元測定機（ＬＳ２２０－ＭＴ１００、（株）テ
ィーテック製）を用い、測定エリア４８ｍｍ×４８ｍｍ、測定ピッチ４ｍｍ（Ｘ、Ｙ両方
向とも）、２５℃条件下で行った。得られた反りデータは、最小２乗法により傾き補正を
行い、最高値と最低値との差を反り量と定義した。よって反り量が小さいほど、反りが少
ないことになる。
○：反り６０μｍ以下
△：６０μｍを超えて８０μｍ以下
×：８０μｍ超え
【００８４】
（２）実装信頼性
　上記半導体装置をフロリナート中で、
（ｉ）条件１として、－６５℃１０分、１５０℃１０分、－６５℃１０分を１サイクルと
して、１０００サイクル処理し、
（ｉｉ）条件２として、－４０℃１０分、１２５℃１０分、－４０℃１０分を１サイクル
として、１０００サイクル処理し、テストピースにクラックが発生していないか目視で確
認した。
○：条件１および条件２において、クラック発生なし
△：条件１ではクラック発生あり、条件２ではクラック発生なし
×：条件１および条件２において、クラック発生あり
【００８５】
（３）金属箔の引張弾性率
　ＪＩＳ　Ｚ　２２０１に準拠し、サンプルを作製した。サンプル形状は、１３号試験片
を用い、オートグラフ（島津製作所製）を用いて、ＪＩＳ　Ｚ　２２０１に準拠し測定し
た。
【００８６】
（４）金属箔の熱膨張係数（ＣＴＥ）
　上記電解銅箔から４ｍｍ×２０ｍｍの試験片を作製し、ＴＭＡ（熱機械的分析）装置（
ＴＡインスツルメント社製）を用いて、１０℃／分で昇温して測定した。
【００８７】
（５）絶縁樹脂層の曲げ弾性率
　ＪＩＳ　Ｋ　６９１１に準拠し、測定した。サンプル形状は、幅１５ｍｍ、厚み０．１
ｍｍ、長さ２５ｍｍのものを用いた。なお、サンプルは、前記積層板を全面エッチングし
たものを用いた。
【００８８】
　（６）絶縁樹脂層の熱膨張係数（ＣＴＥ）
　銅張積層板を全面エッチングした基板から４ｍｍ×２０ｍｍの試験片を作製し、ＴＭＡ
（熱機械的分析）装置（ＴＡインスツルメント社製）を用いて、１０℃／分で昇温して測
定した。
【００８９】
　（７）絶縁樹脂層のガラス転移温度Ｔｇ
　銅張積層板を全面エッチングした基板から４ｍｍ×２０ｍｍの試験片を作製し、ＴＡイ
ンスツルメント社製動的粘弾性測定装置ＤＭＡ９８３を用いて５℃／分で昇温し測定を行
った。ｔａｎδのピーク位置をガラス転移温度とした。
【００９０】
　表１から明らかなように、引張弾性率が３０ＧＰａ以上、６０ＧＰａ以下の金属箔を用
いた実施例１～７は、積層板の反りが小さく、且つ半導体装置としたときの実装信頼性が
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向上した。これに対して、引張弾性率が６０ＧＰａを超える金属箔を用いた比較例１～３
は、反りが大きく、実装信頼性も低い結果となった。
　特許文献１の実施例１に類似の比較例４においては、高剛性の基材（積層板）に対して
、従来では代表的な８０ＧＰａの金属箔を使用した。その結果、比較例４は、金属箔およ
び絶縁樹脂層の積層板の反りは小さいものの、本発明より絶縁樹脂層の熱膨張係数が高い
ために、絶縁樹脂層と半導体素子との間で応力が発生し、実装信頼性も低下したことが分
かった。
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